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Ⅰ．はじめに

　初夏、拙宅の書斎から外を眺めると緑の若葉が目に入る。若葉の木は柿の木、

椿の木、紅葉の木、樫の木などである。これらの木の若葉をぼんやり眺めてい

ると、さまざまの想念が浮かんでは消え、消えては浮かぶ。これらの木は別の

種の木である。これらの木は別種の木であるにもかかわらず、それぞれが大地

に根を下ろし幹をもち枝を張り多くの若葉を出している。これらの木の根、幹、

枝、葉の形はそれぞれ異なっている。しかし、これらの木は等しく根、幹、枝、

葉をもっている。類としての木は同じ構造である。

　人が生活する社会では実に人間のさまざまな行動が見られる。これをアドミ
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アドミニストレーションのこれらの事象はほんの例示に過ぎない。アドミニス

トレーションの個別具体の事象は枚挙にいとまが無い。これらは類としてのア

ドミニストレーションの種である。

　多くの個別具体のアドミニストレーションはそれぞれ違った目的を持っている。

しかし、それぞれ違った目的を実現するための過程は等しく同じである。流�行����
は や り

言葉でいえば、それは����→��→�����→������の�循��環��過��程�（以下「����」
サ イ ク ル

という。）である。アドミニストレーション過程は����である。類としての

アドミニストレーション過程は同じ構造である。なぜアドミニストレーション

過程は同じであるのか。

　この課題に取り組むために�����ディマジオ（���������	
���	�）と�����パウ

エル（����������	
����）の論文「再訪・鉄檻―組織分野の制度的同型と集団的

合理性―（２）」の所説を参考にして、アドミニストレーション過程の同型を検討

してみたいと思う。

Ⅱ．「何が組織をこれほど同じようにするのだろうか？」

　“���������	�
��������
	�	
�	��������”とディマジオとパウエルは問うた（３）。

彼らは、この問いに答えを出すために「再訪・鉄檻―組織分野の制度的同型と

集団的合理性―」と題する論文を物した。まず、この論文を取り上げる。それ

は「アドミニストレーション過程同型論―なぜアドミニストレーション過程は

同じであるのか―」のテーマに取り組む本稿にとっては、疑いもなく導きの糸

になるからである。
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１ ．三つの同型

　ディマジオとパウエルは制度的同型（�������������	���
�����
）を同一分野に

属する組織は制度的な圧力によって組織構造が同じになることとし、組織の同

型を三つ挙げている。すなわち、「強制的同型」（������������	��
���	）、「模倣

的同型」（�������������	
����）および「規範的同型」（��������	
����������）

である。

　�　強制的同型

　強制的同型とはある組織が他の組織によって、あるいは社会的存在である組

織に期待される文化によって当該組織に加えられる公式および非公式の圧力の

結果をいう（４）。公式および非公式の圧力は組織にとっては強制、説得あるい

は共謀への誘惑と感じられる（５）。

　強制的同型は、ある場合には、政府の要求に対する直接の応答として起こる（６）。

例えば、製造業者は政府の環境規制に従うために環境汚染を防止する新技術を

取り入れ、非営利組織は税法の規定に合うように会計を処理し会計担当者を雇

用する（７）。国家が国民の社会生活の領域を支配するようになると、組織の構

造は国家によって正当化されたルールを反映するようになる（８）。その結果、

組織の構造は一定の領域ではますます同型化する。

　同型は政府の支配する領域の外でも起こる。例えば、子会社は親会社の方針

と両立するように会計実務や業績評価を行い、予算を作成する（９）。資本の集

中は直接の権力関係によって組織の同型を支えることになる（１０）。

　組織の同型は直接的であからさまな押し付けによってのみ起こるものではな

い。強制的同型は曖昧で微妙な形で行われることがある。強制的同型は間接的

に起こることがある。例えば、都市部にみられる参加民主主義型の近隣組織は、

階統構造化した�寄付者�組織の支持を得るために自身の組織の階統化を余儀なく
ド ナ ー

させられる（１１）。
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　�　模倣的同型

　組織の同型は、しかしながら、すべて強制的な権力から生じることはない。

それは模倣から起こることがある。これが模倣的同型である。模倣的同型とは、

組織が他の組織に倣って自分自身の組織を作ることをいう（１２）。模倣的同型の

主要因は「不確実性」（����������	）である（１３）。模倣的同型は不確実性に対す

る組織の応答である（１４）。

　不確実性の具体的なものは、例えば、科学技術に関する不十分な理解、目標

の不明確性、環境の不定性である（１５）。なぜ、これらが模倣的同型の要因となる

のであろうか。組織は原因がわかりにくく解決策がはっきしない問題に直面し

たとき、他の組織を模倣すると少ない損失で存続可能な解決策を見出すことが

できるからである（１６）。組織は、それがより正しくより成功していると認める

分野における類似の組織を手本にして自身を形作るのである（１７）。明治期の日

本が国家の建設にあたって、そのモデルを成功している欧米の国家構造に求め

たのはその好例である。組織は多様性を追求するにもかかわらず、あまり組織

の変種は見られない（１８）。

　�　規範的同型

　規範的同型は「専門的職業化」（����������	
��	����）に由来する（１９）。専門的

職業化とは組織構成員が自分たちの仕事の条件と方法を定め、生産者の生産物

（���������	
��
��������）を統制し、専門的職業の自律性と正当性を確立する

ための集団的努力をいう（２０）。その結果、規範的同型が起こる。組織にはさま

ざまの専門的職種がある。それらは互いに異なっている。しかし、それらは当

該組織以外の組織の専門的職種とは多くの類似点をもっている（２１）。

　なぜか。組織を横断してみられる専門的職種の類似性には専門的職業化の二

つの要因が作用している（２２）。一つは、大学等の専門的教育機関が専門的マネー

ジャー間に組織規範を創り出すことである。いま一つは、組織を越える専門的

職種のネットワークが発達し構築されることである。専門家協会は組織的専門
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的行動に関する規範を制定し普及させる。

　これらはあらゆる組織で同じ職位を占め、同じ性癖や精神的傾向を持った互

換可能な（���������	��
��）人々を蓄えることになる（２３）。彼らを選考すること

は規範的同型を促進させる。それは同一業種の会社の個人や訓練機関のスタッ

フや政府職員を選考することによって行われる（２４）。

２ ．同型の予測仮説

　同型のメカニズムの検討は、組織の同型を予測することができるようになる

であろう。ディマジオとパウエルが組織の同型に関する予測仮説を提示するゆ

えんである。提示仮説は「組織レベル」（�������������	
	���	）の予測仮説と「分

野レベル」（�����������）のそれから成る。これら二つのレベルの組織同型の予

測仮説は、向後のこの種の研究に大いに示唆を与えると思われる。

　�　組織レベルの予測仮説

　　まず、組織レベルの予測仮説は六つである（２５）。

　ア．予測仮説その１

　ある組織が他の組織に依存する度合いが強くなればなるほど、当該組織

はますます他の組織の構造、雰囲気および行動に類似するようになる。こ

の予測仮説は強制的同型によって立てられたものである。

　イ．予測仮説その２

　ある組織へ資源供給が集中すればするほど、当該組織はますます資源を

供給する組織に類似するようになる。この予測仮説は強制的同型によって

立てられたものである。

　ウ．予測仮説その３

　目的と手段との関係が不確実になればなるほど、組織はますます成功し

ていると目される組織を模倣し、それに類似するようになる。この予測仮

説は模倣的同型によって立てられたものである。
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　エ．予測仮説その４

　組織の目的が曖昧になればなるほど、組織はますます成功していると目

される組織を模倣し、それに類似するようになる。この予測仮説は模倣的

同型によって立てられたものである。

　オ．予測仮説その５

　ある組織がマネージャーやスタッフの人事を行うとき、アカデミックな

資格に依拠すればするほど、当該組織はますますその分野の他の組織に類

似するようになる。この予測仮説は規範的同型によって立てられたもので

ある。

　カ．予測仮説その６

　ある組織のマネージャーが同業者団体や専門家団体に参加するようにな

ればなるほど、当該組織はますますその分野の他の組織に類似するように

なる。この予測仮説は規範的同型によって立てられたものである。

�　分野レベルの予測仮説

　ついで、分野レベルの予測仮説は六つである（２６）。

　ア．予測仮説その１

　ある組織分野がその存立に必要不可欠の供給をただ一つの、あるいは類

似のいくつかの支持母体に依存すればするほど、当該組織分野の同型の程

度はますます高くなる。この予測仮説は、組織の形態数が資源の配分とそ

の有効期間とによって決まるとする生態学理論に基づいている。

　イ．予測仮説その２

　ある組織分野の諸組織が国家機関と取引すればするほど、当該組織分野

の同型はますます全体的に大きくなる。この予測仮説は形式合理性と政府

によるルールの強調によって立てられたものである。

　ウ．予測仮説その３

　ある組織分野で選ぶべき組織モデルの数が少なくなればなるほど、当該
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組織分野の同型の速度はますます速くなる。この予測仮説は不確実性に

よって立てられたものである。

　エ．予測仮説その４

　ある組織分野で技術が不確実であり目標が曖昧であればあるほど、当該

組織分野の同型率はますます大きくなる。この予測仮説は不確実性によっ

て立てられたものである。

　オ．予測仮説その５

　ある組織分野で専門的職業化の程度が大きくなればなるほど、当該組織

分野の同型の量はますます大きくなる。この予測仮説は専門的職業化、専

門家の人事によって立てられたものである。

　カ．予測仮説その６

　ある組織分野の構造化が進めば進むほど、当該組織分野の同型の程度は

ますます大きくなる。この予測仮説は専門的職業化、専門家の人事によっ

て立てられたものである。

Ⅲ．なぜアドミニストレーション過程は同じであるのか？

　概略如上のディマジオとパウエルの理論を参考にして、アドミニストレーショ

ン過程の同型を検討してみたいと思う。ディマジオとパウエルの論文で本稿の

アドミニストレーション研究に有用と思われ参考にすることのできる概念は、

「組織的分野」（�������������	
���	）と「制度的同型」（�������������	���
�����
）

の二つである。

１ ．「組織的分野」の概念

　まず、アドミニストレーション研究に有用と思われ参考にすることのできる

概念は「組織的分野」という概念である。この概念は一つの領域として認めら
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れる営みを行っている諸組織を意味する。アドミニストレーションには一つの

領域として認められる営みを行っている諸組織の分野があるのだろうか。

　まず、もっぱら私的な目的を実現するための私的な組織的分野（以下「経営

組織的分野」という。）がある。ついで、私的な組織では処理不能な、あるいは

処理不適な課題に取り組むための公的な組織的分野（以下「行政組織的分野」

という。）がある。さらに、近時では公私の中間に位置しグレーゾーン組織と

いわれる組織的分野（以下「グレーゾーン組織的分野」という。）がある。アド

ミニストレーションの組織的分野には経営組織的分野、行政組織的分野および

グレーゾーン組織的分野がある。

　�　経営組織的分野

　経営組織的分野は、ビジネス・アドミニストレーションという一つの領域と

して認められる営みを行っている私的組織から成る組織的分野である。経営組

織的分野は工業経営、商業経営、金融業経営、倉庫業経営、交通業経営、農業

経営のほか（２７）、観光・レジャー業経営、林業経営、漁業経営、病院経営を行う

組織的分野から成る。

　本稿はアドミニストレーション過程の同型の研究であるから、組織的分野の

範囲は業種毎の組織的分野ではなく企業全体としての組織的分野とする。アド

ミニストレーション過程の同型の研究は他の組織的分野、すなわち行政組織的

分野とグレーゾーン組織的分野との比較にあるからである。

　�　行政組織的分野

　行政組織的分野は、パブリック・アドミニストレーションという一つの領域

として認められる営みを行っている公的組織から成る組織的分野である。国家

行政は一つの領域として認められる営みを行っている国の行政組織から成る組

織的分野（国家行政組織の分野）ということができる。また、地方公共団体、

特殊法人、独立行政法人のそれぞれが行う営みも一つの領域として認められる

営みを行っている諸組織から成る組織的分野ということができる（２８）。
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　本稿はアドミニストレーション過程の同型の研究であるから、組織的分野の

範囲は行政レベル毎の組織的分野ではなく行政全体としての組織的分野とする。

アドミニストレーション過程の同型の研究は他の組織的分野、すなわち経営組

織的分野とグレーゾーン組織的分野との比較にあるからである。

　�　グレーゾーン組織的分野

　グレーゾーン組織とは「行政機関と国民の間にある組織（２９）」をいう。グレー

ゾーン組織は公的グレーゾーン組織と私的グレーゾーン組織に分かれる。前者

に属するものは特殊法人、特殊会社、認可法人、独立行政法人である。後者に

属するものは業界団体、特定非営利活動法人（以下「���」という。）である。

これらのグレーゾーン組織の行う営みは一つの領域として認められる営みを

行っている諸組織から成る組織的分野ということができる。

　本稿はアドミニストレーション過程の同型の研究であるから、組織的分野の

範囲はグレーゾーン組織の個々の組織的分野ではなくグレーゾーン組織全体と

しての組織的分野とする。アドミニストレーション過程の同型の研究は他の組

織的分野、すなわち経営組織的分野と行政組織的分野との比較にあるからである。

２ ．三組織的分野のアドミニストレーション過程

　本稿の目的はアドミニストレーション過程の同型の研究にあるので、次の課

題はこれら三つの組織的分野のそれぞれのアドミニストレーション過程はどん

な過程かを検討することである。

　�　経営組織的分野のアドミニストレーション過程

　ア．実証的考察

　経営組織的分野のアドミニストレーション過程の実証的考察の対象は���１４００１

である。���とは国際標準化機構（������������	
�����������
���
���������������）

をいう。���１４００１は１９９６年に制定された。

　���１４００１は「企業活動、製品及びサービスの環境負荷の低減といった環境パ
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フォーマンスの改善を継続的に実施するシステム【環境マネジメントシステム

（���：����������	
��
�
�����	����	��）】を構築するために要求される規

格（３０）」である。環境マネジメントシステムとしての���１４００１の仕組みは「組

織の最高経営層が環境方針を立て、その実現のために計画（����）し、それを

実施及び運用（��）し、その結果を点検及び是正（�����）し、もし不都合が

あったならそれを見直し（���）、再度計画を立てるというシステム（����サ

イクル）を構築し、このシステムを継続的に実施すること（３１）」から成っている。

このことによって「環境負荷の低減や事故の未然防止（３２）」が可能になる。

　図Ⅲ�１は環境マネジメントシステム（����）のモデル図である。���１４００１

は����であるので、���１４００１を取得した企業のアドミニストレーション過程

は����となる。企業による���１４００１の取得数は年々増加している。

図Ⅲ���１　環境マネジメントシステム（����）
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（出典）����日本工業標準調査会������������	
������による。

•監視及び測定
•順守評価
•不適合並びに是正及び予防処置
•記録の管理
•内部監査

点検（Ｃ）

継続的
改善

汚染の
未然防

止継続的
改善

汚染の
未然防

止

環 境 方 針

•環境側面
•法的及びその他の要求事項
•目的、目標及び実施計画

計画（Ｐ）

•資源、役割、責任及び権限
•力量、教育訓練及び自覚
•コミュニケーション
•文書類
•文書管理
•運用管理
•緊急事態への準備及び対応

実施及び運用（Ｄ）

マネジメントレビュー（Ａ）



　イ．理論的考察

　経営組織的分野のアドミニストレーション過程は夙に「経営管理過程論」や

「管理サイクル」として研究されている。主たる先行研究の諸業績はファヨー

ル、ギューリック、アーウィック、ニューマン、テリー、クンツとオドンネル

などに見られる。経営学研究の多くがそうであるように（３３）、本稿もまた彼ら

のアドミニストレーション過程論を経営組織的分野のアドミニストレーション

過程論として取り上げた。しかし、筆者は彼らのアドミニストレーション過程

論はあらゆる組織的分野のアドミニストレーション過程に当てはまると思って

いる（３４）。彼らのアドミニストレーション過程論の概要は次のとおりである。

　�　ファヨール

　ファヨール（���������	
��）はアドミニストレーション過程論の始祖である。

アドミニストレーション過程は「アドミニストレーションの要素」（���������

�’�������������	�）といわれる五つの要素、すなわち予測すること（�������）、組

織すること（���������）、命令すること（���������）、調整すること（����������）

および統制すること（���������）から成っている（３５）。

　�　ギューリック

　ギューリック（��������	�
����）はファヨールのアドミニストレーション過

程論に強い影響を受けて、組織の最高責任者の仕事の内容を��������とい

う造語で表す。��������は「機能的要素」（���������	
�	�����）といわれる

七つの要素、すなわち計画（��������）、組織（����������）、人事（��������）、指揮

（���������）、調整（�����������	）、報告（���������）および予算（���������）

から成っている（３６）。

　�　アーウィック

　アーウィック（���������	�
����）もファヨールのアドミニストレーション過

程論の影響を強く受けている。アーウィックの１９４３年公刊の著作表題は『アド

ミニストレーションの要素』である。この題名はファヨールの著作『産業管理
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および一般管理』の第２章のタイトル「アドミニストレーションの要素」

（����������’�������������	�）と同じである。

　アーウィックはファヨールのいう予測には二つの意味があるとし、これを

「将来を予言すること」（�����������������	�	��）と「将来に備えること」（�����������

��������������）に細分する。前者の機能を予測、後者のそれを計画とする。かく

て、アーウィックのアドミニストレーションの要素は「アドミニストレーショ

ンの局面」（���������	��
����������）といわれ、六つから成っている。すなわ

ち予測（��������	
�）、計画（��������）、組織（������������）、調整（������������）、

命令（�������）および統制（�������）である（３７）。

　�　ニューマン

　ニューマン（�����������	
����）はアドミニストレーションが公的な、私的

な、慈善的な事業体には必要不可欠とし（３８）、これを「アドミニストレーション

の基礎的過程」（��������	�
��
��	�������������	�）とする。この過程は五つの要

素から成っている。すなわち計画（��������）、組織（����������）、資源調達

（���������	
��������）、指揮（���������）および統制（�����������）である（３９）。

　�　テリー

　テリー（����������	���
）は、マネジメント――アドミニストレーションと

いう言葉を用いていない――が産業、政府、教育、宗教、農業、慈善といった

諸分野でみられる普遍的なものであるという（４０）。それは六つの「基本的機能」

（��������	�
��	�）を構成要素とする。すなわち計画（��������）、組織（����������）、

指揮（���������）、調整（���������	��
）、統制（�����������）および努力指導（��������

���������	
��）である（４１）。

　�　クンツとオドンネル

　クンツ（����������	
�）とオドンネル（����������’��������）はアドミニスト

レーション―彼らはマネジメントという言葉を用いる―の要素として計画

（��������）、組織（����������）、人事（��������）、指揮（���������）および統制
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（�����������）を挙げる（４２）。これら五要素は「マネジメント機能」（�����������

���������）または「マネージャーの機能」（���������	��	
�����）といわれる（４３）。

　以上がアドミニストレーション過程論に関する先行研究の概要である。先行

研究には細部についてはともかく一つの大きな特徴がある。それはファヨール

の古典的な過程論の枠内にあることである。

　１９８７年、������キャロル（���������	
�����）と������ギレン（���������	�

��）

はマネジメントの仕事を叙述するための、またマネジメント教育の基礎となる

ための古典的なマネジメント機能論の有用性を検討する論文を公にしている（４４）。

彼らはマネジメントに関するテキスト・ブックの検討とマネージャーの実際の

仕事に関する調査研究から、古典的機能論―ファヨールを祖とする―が今でも

最も有用な方法であることを結論づけている。

　「古典的機能論は、今でもマネージャーの仕事の概念化やマネジメント教育

のための最も有用な方法であることを示している。・・・古典的機能論は、マ

ネージャーが組織目的実現のために遂行する機能の点から行う多くの活動と用

いる技術を分類するさいの明確かつ分離的な手段を提供する。機能主義の見地

からマネジメントの古典的機能論は複合的な現象を検討する方法であり、組織

とその構成部分の理解を助けるのである（４５）」。ファヨールを鼻祖とするアドミ

ニストレーション過程論は現在もその有用性を保ち続けている。

　�　行政組織的分野のアドミニストレーション過程

　ア．実証的考察

　行政組織的分野のアドミニストレーション過程の実証的考察の対象は、「食

料・農業・農村基本法」（平成１１年法律第１０６号）と「知的財産基本法」（平成１４

年法律第１２２号）である。

　食料・農業・農村基本法は����を規定する。７条は国に対して「食料、農

業及び農村に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務」を課す。国の

この責務は����と��である。１５条は国に対して「食料・農業・農村基本計画」
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の策定を課す。これは����に関する規定である。８条は地方公共団体に対して

「食料、農業及び農村に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公

共団体の区域の自然的経済的社会的諸条件に応じた施策を策定し、及び実施す

る責務」を課す。地方公共団体のこの責務は����と��である。１５条７項は「政

府は、食料、農業及び農村をめぐる情勢の変化を勘案し、並びに食料、農業及

び農村に関する施策の効果に関する評価を踏まえ、おおむね五年ごとに、基本

計画を変更するものとする。」と規定する。この規定は�����と������に関する

ものといえる。食料・農業・農村基本法のアドミニストレーション過程は����

を規定しているということができる。図Ⅲ�２は食料・農業・農村基本法の����

に関する図である。

図Ⅲ���２　食料・農業・農村基本法の����

　知的財産基本法も����を規定する。５条は国に対して「知的財産の創造、

保護及び活用に関する施策を策定し、及び実施する責務」を課す。国のこの責

務は����と��に関するものである。２３条１項も「知的財産の創造、保護及び

活用に関する推進計画」の作成を規定する。６条は地方公共団体に対して「知

的財産の創造、保護及び活用に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その
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地方公共団体の区域の特性を生かした自主的な施策を策定し、及び実施する責

務」を課す。地方公共団体のこの責務は����と��に関するものである。２３条６

項は「知的財産を取り巻く状況の変化を勘案し、並びに知的財産の創造、保護

及び活用に関する施策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも毎年度一回、

推進計画に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更しなければ

ならない。」と規定する。この規定は�����と������に関するものである。この

ように、知的財産基本法規定のアドミニストレーション過程は����を規定し

ているということができる。図Ⅲ���３は知的財産基本法の����に関する図で

ある。

図Ⅲ���３　知的財産基本法の����

　イ．理論的考察

　行政組織的分野のアドミニストレーション過程は夙に「行政管理過程論」や

「行政過程論」として研究されている。

　�　行政管理過程論

　行政管理過程論の先行研究業績の１つに『行政管理のシステム（４６）』がある。

本書の行政管理過程論を取り上げてみたい。
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plan
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do
（知的財産の創造・保護・活用施策の実施）

action
（推進計画の検討・変更）

check
（知的財産の創造・保護・活用施策の評価）



　「行政管理と経営管理は、その概念設定においても、実際の働きにおいても

異なる側面のあることを見過ごしてはならない（４７）」と行政管理と経営管理とを

区別する。経営管理と区別される行政管理の定義は「行政の実施過程における

特定の活動領域で、公務に従事する職員の努力の貢献を通して、行政の目標を

効果的に達成すべく組織内部の統一的・促進的な役割を果たすこと（４８）」である。

行政管理過程は行政目的の効果的達成のために行われる管理活動が連続して展

開する状況である（４９）。

　行政管理の具体的過程は「なんらかの政策や施策を形成する際に、計画し、

その内容を可能とする組織を確立し、そして促進し、計画に基づく内容や実施

を調整し、コントロールする機能の連続（５０）」となる。行政過程は「計画、組織、

促進、調整、統制（５１）」の５つの機能の連続過程である。

　行政管理過程論の特徴は、行政管理機能の説明に経営管理機能に関する学説

（ファヨールやギューリックなど）を援用することにある。行政管理過程論に

いう５つの機能は、ファヨールの機能論の枠組みの中にあるといってよい。

　�　行政過程論その１―行政学における―

　行政過程論の行政学的先行研究業績の１つに『行政学の基礎概念（５２）』がある。

行政過程は「政策の立案から実現にいたる過程」であり、「計画（����）→決定

（������）→実現（��）→評価（���）の四段階からなる循環サイクル（５３）」であ

る。しかし、最初から行政過程はこれら４つの段階の循環サイクルとは把握さ

れてはいなかった。この認識に至るまでには三つの発展段階があった（５４）。

　第一段階は政治・行政分断論（���������	
������	�����
���������������）の時

期の行政過程論である。それは「ほとんどもっぱら組織行動の管理、すなわち

狭義の管理」に限定されていた。狭義の管理は「組織の目的活動の妥当性を所

与として、手段たる組織活動の能率と節約（����������	��

�������）を追求した」。

　第二段階は行政管理論（������������	
������
�
����
���）の時期の行政過

程論である。それは「官僚政治と組織行動の双方を対象とするもの」であり、
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主要対象は「組織編成技術」である。

　第三段階は政治・行政融合論（���������	
������	�����������������）の時期の

行政過程論である。それは「官僚政治、組織行動のみならず、政策立案の段階

まで包含したもの」である。

　これら三つの発展段階によって「行政の過程を、政策の立案と実現の循環サ

イクルとみるものの見方は、第一次大戦時の総動員、大恐慌対策、そして第二

次大戦を経て、ほぼ完全に定着してきた（５５）」。行政学的行政過程論の特徴は

����の枠内にあるといってよい。

　�　行政過程論その２―行政法学における―

　近時、行政法学は行政過程を論じるようになっている。『現代行政法大系』第

２巻の表題は「行政過程」である。行政法学の行政過程論として本書を取り上

げてみたい。

　行政法学の行政過程論は「行政手段の多様化に対応し、行政過程を空間的に

も時間的にも動態的に把握しうる考察方法が必要である（５６）」ことから出てきた。

行政法学にいう「行政過程は、ごく抽象的にいえば、個別の行為形式と法律関

係の連鎖によって構成される（５７）」のである。「具体の行政過程は、憲法の枠内

で立法者によって選択された価値（または、場合によっては、立法権の参画な

く、行政府の判断のみによって選択された価値）の実現の過程（５８）」である。

　行政法学の行政過程論は行政過程の若干の例―建築確認、違法建築、放送局

免許、保育所設置および高速自動車国道の建設のそれぞれのフロー・チャート

―を図示する。これらのフロー・チャートにほぼ共通するものは「行政計画・

行政指導・裁量基準（基準設定）・協議・話合い等（５９）」である。

　行政法学的行政過程論は「基本的には、行政法解釈論の枠内での行政過程の

整理（６０）」であるから、「行政過程の行政学的ないしは社会学的記述ではない（６１）」。

したがって行政法学的行政過程論は行政法的に有意味な行政活動が取捨選択さ

れて取り上げられるので、行政管理過程論とも行政学的行政過程論とも異なっ
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ている。行政法学的行政過程論は「動態的行政過程論」ともいわれる。それは「舵

取り過程と漕ぎ手からなる連続した行政過程を動的なものとしてとらえる（６２）」

立場である。その具体的な過程は「����（�����������	
�	����������������

������）や���（����������	

�
��������	�
�）（６３）」からなる。

　�　グレーゾーン組織的分野のアドミニストレーション過程

　グレーゾーン組織的分野のアドミニストレーション過程の実証的考察の対象

は公的グレーゾーン組織が独立行政法人としての国立大学法人であり、私的グ

レーゾーン組織が���である。前者の選定理由は大学が自己点検・評価の制

度化によって「大学の自主的・自立的な質保証（６４）」を求められ、とみに大学の

アドミニストレーション過程に焦点が当てられるようになったからである。後

者の選定理由は１９９５年の阪神淡路大震災後、多くの���が設けられ、種々様々

な活動が展開されているからである。

　ア．実証的考察

　�　国立大学法人のアドミニストレーション過程

　国立大学法人のアドミニストレーション過程は「国立大学法人法」（平成１５年

法律第１１２号）によって規定されている。３１条１項は大学に対して中期計画を

作成することを課している。この規定は����に関するものである。２２条は大学

の諸業務の遂行を規定する。これは��に関するものである。９条および３０条

２項４号は点検・評価等について規定する。これは�����と������に関するも

のである。このように、国立大学法人のアドミニストレーション過程は����

である。図Ⅲ���４は国立大学法人の����に関する図である。
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図Ⅲ���４　国立大学法人の����

　�　���のアドミニストレーション過程

　「特定非営利活動促進法」（平成１０年法律第７号）の規定内容は����である。

１０条１項７号は���に「設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書」

の作成を課している。これは����に関するものである。２条２項は���が「特

定非営利活動を行うこと」を定めている。これは��に関するものである。４１条

は所轄庁が���に報告を求め、実地に検査することを認めている。これは

�����に関するものである。４２条は���に対する所轄庁の改善命令権を規定す

る。これは������に関するものである。このように、���のアドミニストレー

ション過程は����である。図Ⅲ���５は���の����に関する図である。
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（出典）新大学評価システムシンポジウム（配布資料５）による。
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図Ⅲ���５　���の����

　イ．理論的考察

　�　国立大学法人のアドミニストレーション過程

　いったい大学の自主的・自立的な質保証を確保するためのアドミニストレー

ション過程はどんなものだろうか。それは「����サイクルの駆動（６５）」、「����

サイクルの実行（６６）」、「���������	
��������の実践（６７）」である。大学のアドミ

ニストレーション過程としての����は「点検・評価活動が活発化するに従い

大学においても定着しつつある（６８）」といわれる。大学の����は具体的にはど

のようになっているのだろうか。

　大学基準協会は「新大学評価システムシンポジウム」で����のそれぞれに

ついて具体的内容をあげている。�（����）は大学の目的、教育目標の設定、中

長期計画の策定、教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針などの

策定である。�（��）は教育の実施である。�（�����）は教育システムの検証、

学生の学習の進捗状況の検証、評価指標を用いた学習成果の検証、学外者によ

る教育プログラムの評価などである。�（������）は教育内容・方法の改善策の

策定・実施である。また、室蘭工業大学の����の具体的内容は����（実行計

20 アドミニストレーション第１８巻１・２号

（出典）武藤泰明著『���の一歩進んだ経営』（中央経済社、２００２年）９４頁による。

計画を立案する
成果目標を記述する

成果を目標指標に
即して評価する
原因を究明する

問題点を解決する 問題点を解決する

PLAN

DO

CHECK

ACTION



画）→��（実施・運用）→　�����（点検・検証）→������（改善・見直し）

である（６９）。大学のアドミニストレーション過程は����となっている。

　�　���のアドミニストレーション過程

　近時、種々様々の���が存在する。���が個別具体の目標を掲げ実現するた

めの活動方法は、どのようになっているのであろうか。それは「『����サイク

ル』の考え方（７０）」によっている。これは「近年よく利用されるようになった（７１）」

ものである。����の具体的内容は以下のようなものである（７２）。

　����（計画）は様々な目標を整理し、優先度、重要度を明確にし、担当組織

や担当者を決めることである。��（実施）は成果指標を作り、いつ（までに）

何を実現するか、どのように行動するかを決めて活動を開始することである。

�����（評価）は達成度を評価することをいう。　������（改善）は達成度の低

い目標について行動計画の見直しを行うことである。

　���は「ボランティア活動をはじめとする市民が行う自由な社会貢献活動」

（特定非営利活動促進法１条）を行う組織である。それにもかかわらず、その活

動方法は定型化（����化）している。ちなみに、アメリカの���のアドミニ

ストレーション過程は「政策（������）、計画（����）、プログラム（�������）（７３）」

といわれる。

　�　三組織的分野のアドミニストレーション過程の共通性

　三つの組織的分野、すなわち経営組織的、行政組織的およびグレーゾーン組

織的な分野のアドミニストレーション過程をみた。当然、これら三つの組織的

分野のそれぞれの目的や目標は異なる。しかし、これら三組織的分野のアドミ

ニストレーション過程は、それぞれの組織的分野の細部についてはともかく、

共通している。三組織的分野に共通のアドミニストレーション過程は����で

ある。

　����はフランスのファヨールを鼻祖とするアドミニストレーション過程論

の枠内にあるといってもよい。なぜ三つの組織的分野のアドミニストレーショ
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ン過程は同じであるのであろうか。この課題に取り組むにあたって、有用と思

われ参考にすることのできるディマジオとパウエルの理論的概念は「制度的同

型」という概念である。

３ ．「制度的同型」の概念

　制度的同型とは同一の分野に属する組織は制度的な圧力によって構造が同じ

になることであった。そのメカニズムは三つであった。強制的同型、模倣的同

型、規範的同型であった。これらの概念は組織構造の同型を説明するためのも

のである。制度的同型の理論は、果たして三組織的分野の組織構造ならぬ組織

行動としてのアドミニストレーション過程の同型の理論的説明にも用いること

ができるであろうか。

　経営組織的分野のアドミニストレーション過程（以下「ビジネス・アドミニ

ストレーション過程」という。）、行政組織的分野のアドミニストレーション過

程（以下「パブリック・アドミニストレーション過程」という。）、グレーゾー

ン組織的分野のアドミニストレーション過程（以下「ノンプロフィット・アド

ミニストレーション過程」という。）は同じである。「三組織的分野のアドミニ

ストレーション過程は����である。」という命題は、制度的同型の理論によっ

て説明可能であろうか。

　�　ビジネス・アドミニストレーション過程の同型と制度的同型の理論

　本稿は、ビジネス・アドミニストレーション過程の同型（����）を実証す

るために���１４００１を取り上げた。日本企業による���１４００１の取得理由は先行

研究業績によって明らかにされている（７４）。日本企業は環境問題に対する意識

の世界的な高まりの中にあった。���１４００１の不取得は国際取引に支障を来た

すことが懸念された。このために日本企業は���１４００１を取得した。国外の圧

力に対して���１４００１を取得した企業は、取引関係の企業に���１４００１の取得の

圧力をかけるようになった。その結果、日本では���１４００１の取得が増加した。
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　日本企業による���１４００１の取得は、まず日本企業に加えられる国外の圧力に

よって、ついで���１４００１を取得した企業と取引関係にある企業に加えられる国

内の圧力によってなされた。したがって、日本企業による���１４００１の取得理由

は制度的同型の中の強制的同型によるものである。

　�　パブリック・アドミニストレーション過程の同型と制度的同型の理論

　本稿は、パブリック・アドミニストレーション過程の同型（����）を実証

するために食料・農業・農村基本法と知的財産基本法を取り上げた。これらの

パブリック・アドミニストレーション過程は����である。

　この理由は何であろうか。パブリック・アドミニストレーション過程は国や

地方公共団体が行う行政活動の過程であるから、法律に適合すること（「行政の

法律適合性」の原理）を求められる。これはパブリック・アドミニストレーショ

ン過程に加えられる公式の圧力である。これは制度的同型の中の強制的同型に

よるものである。

　加えて、近時の政策評価制度はパブリック・アドミニストレーション過程の

����化に拍車を掛けている。政策評価は、国の各行政機関の所掌する政策が

����によっているかの観点から行われているからである（７５）。これは制度的

同型の中の強制的同型によるものである。図Ⅲ���６は政策評価制度の仕組みで

ある。

�
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図Ⅲ���６　政策評価制度の仕組み図

　�　ノンプロフィット・アドミニストレーション過程の同型と制度的同型の理論

　本稿は、ノンプロフィット・アドミニストレーション過程の同型（����）

を実証するために国立大学法人と���を取り上げた。これらのノンプロ

フィット・アドミニストレーション過程は����である。

　国立大学法人のアドミニストレーション過程が����になるのは、国立大学

法人法の規定による。これは公式の圧力である。この圧力は制度的同型の中の

強制的同型によるものである。���のアドミニストレーション過程も����
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である。���のアドミニストレーション過程が����になるのは、特定非営利

活動促進法の規定による。これは公式の圧力である。この圧力は制度的同型の

中の強制的同型によるものである。

　以上、三組織的分野のそれぞれの分野のアドミニストレーション過程の同型

の要因をみた。これら三組織的分野のそれぞれの分野に働く同型要因は強制的

同型である。それゆえ、強制的同型の理論は三組織的分野のそれぞれの分野の

アドミニストレーション過程の同型を説明することができる。同型の要因は三

組織的分野で等しく強制的同型ではあるが、しかしながら、その要因の内容は

三組織的分野でそれぞれ異なっている。

　経営組織的分野のアドミニストレーション過程の同型の要因は国内外からの

圧力である。これに対して、行政組織的分野のアドミニストレーション過程と

グレーゾーン組織的分野のアドミニストレーション過程の同型の要因は国内法

の圧力である。経営組織的分野のアドミニストレーション過程の同型の要因は

国内法の圧力ではない。したがって、この組織的分野のアドミニストレーショ

ン過程の同型は国内法の圧力の結果であるという強制的同型の理論では説明す

ることができない。行政組織的分野のアドミニストレーション過程とグレー

ゾーン組織的分野のアドミニストレーション過程の同型の要因は国外からの圧

力ではない。したがって、これらの組織的分野のアドミニストレーション過程

の同型は国外からの圧力の結果であるという強制的同型の理論では説明するこ

とができない。

　確かに、一つの組織的分野、例えば経営組織的分野のアドミニストレーショ

ン過程の同型要因は強制的なものである。しかし、この組織的分野のアドミニ

ストレーション過程が他の組織的分野、すなわち行政組織的分野とグレーゾー

ン組織的分野のアドミニストレーション過程と同型になるときの要因は、強制

的なものとは限らない。これには別の同型要因が働くことが考えられるからで

ある。
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　本稿の目的は三組織的分野、したがってあらゆる組織的分野のアドミニスト

レーション過程の同型の検討にある。一つの組織的分野、例えばグレーゾーン

組織的分野のアドミニストレーション過程の同型の検討ではない。それゆえ、

三組織的分野のアドミニストレーション過程の同型の要因は強制的同型の理論

では説明することはできない。日本の三組織的分野のアドミニストレーション

過程の同型を説明する理論は何だろうか。節を改めて検討したいと思う。

４ ．三組織的分野のアドミニストレーション過程の同型理論

　三組織的分野のアドミニストレーション過程に共通する型は����である。

したがって、三組織的分野のアドミニストレーション過程の同型を説明するた

めの作業は、まず����の検討から始めなければならない。

　�　����の歴史的観念（７６）

　１９２０年代は大量生産の時代であり、品質（�������）の時代の幕開きでもあっ

た。このことは生産方式が手工業的方式（�����）から工程統制的方式（��������

�������）へと移ったことを意味した。手工業的方式による生産は、テーラー

（����������	
���）によって専門的な一連の仕事に分けられた。このとき生産

に関する意思決定を行う前に、業績を確かめるためにサンプリング計画がいく

つかの限界を想定して行われた。

　シュハート（��������	�
	���）はサンプルから得られた知識に基づき、製品

産出（��������������）を特徴づけるために統計的手法（�������������	�
��）を

発展させた。シュハートの手法は工程統制によって製品産出を管理するための

ものであった。それは四つの要素、すなわち計画（����）、実施（��）、サンプ

ル検査（��������	���
���	）および改善（���）のサイクルから成っていた。

　シュハートの工程統制サイクルは、デミング（���������	�
����）が再考

し、これを����（���������	
������）と名づけた。シュハートの工程統制サイ

クルの修正版（�������）であるデミングのサイクルは、期待された業績（��������
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���������	�）と実際の業績（���������	
�	����）との間の偏差（���������）を

縮めるための手段であった。

　����の歴史的観念は、まず或ること（��������	）を計画し（����）、次い

でそれを生産し（����������	）または実施し（��）、更に要求をかなえるため

にそれを確認し（������）またはチェックし（�����）、最後に受け入れられる産

出業績を維持するために過程（�������）を修正する（�������）ことである（７７）。

このために����は結果が入力に影響を及ぼす連続フィードバック式システム

となる。

　�　����の性質

　ア．品質向上としての����

　����は、その歴史に徴すると、提供するサービスや生産する物の品質の向

上とにかかわっている。すなわち、����は提供されたサービスや生産された

物の品質を点検・評価し（�����）、それらの結果を次のサイクルの計画に反映

させること（������）によって、提供サービスや生産物の品質を向上させるた

めのものである。

　イ．螺旋状としての����

　品質向上のための����は継続的に行われるから、螺旋状（������）の形をと

ることになる。提供サービスや生産物の点検・評価の結果、提供サービスや生

産物の品質改善が必要であるとき、その改善策は次のサイクルの�（計画）に

反映されるからである。

　ウ．組織内過程としての����

　螺旋状としての����は主として組織構成員が行う過程である。近時の行政

組織的分野の����の�には国民・住民の参画、�には協働、�には第三者機

関（例えば評価委員会）による評価が見られる。これらの現象は経営組織的分

野にもグレーゾーン組織的分野にも等しく見られる。しかし、これら三組織的

分野の����の主たる担い手は当該組織の構成員である。
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　エ．一般的サイクルモデルとしての����

　����は経営組織的分野、行政組織的分野およびグレーゾーン組織的分野の

アドミニストレーション過程に見られるものである。しかし、これら三組織的

分野の����の具体的内容はそれぞれの分野で異なっている。それゆえ、

����は一般的サイクルモデルである。

　�　アドミニストレーション過程の同型理論

　三組織的分野のそれぞれの分野のアドミニストレーション過程の同型は、強

制的同型理論によって説明することができた。しかし、三組織的分野のすべて

のアドミニストレーション過程の同型は強制的同型理論では説明することがで

きない。それはどんな理論によって説明可能であろうか。

　����の性質を四つ挙げた。これらの性質から三組織的分野のアドミニスト

レーション過程に共通の����は以下のように特徴づけることができる。

　第一に、����はそれぞれの組織的分野を越えて提供サービスや生産物の品

質向上のために三組織的分野、それゆえすべての組織的分野によって共有され

る規範である。

　第二に、����はそれぞれの組織的分野の組織構成員が自分たちの仕事の方

法を規定するためのものである。

　第三に、����はそれぞれの組織的分野の組織構成員が自分たちの職業の自

律性と正当性を確立しようとするためのものである。

　����のこれらの特徴は制度的同型の中の規範的同型の特徴と同じである。

規範的同型とは、ディマジオとパウエルによると、組織構成員が自分たちの仕事

の条件と方法を定め、生産者の生産物を統制し、専門的職業の自律性と正当性を

確立するための集団的努力の結果であった。三組織的分野のアドミニストレー

ション過程に共通の����の三つの特徴は規範的同型の概念内容と符合する。

　まず、三組織的分野の����はそれぞれの組織的分野が提供するサービスや

生産する物の品質を向上させるために三組織の共有する規範である点である。
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　ついで、三組織的分野の����はそれぞれの組織的分野が提供するサービス

や生産する物の品質を向上させるための仕事の方法として����をとる点であ

る。

　最後に、三組織的分野の����はそれぞれの組織的分野が����をとること

によって、それぞれの組織的分野の仕事を正当化しようとする点である。すな

わち、����で仕事を行うことによって当該仕事は評価に耐え、ひいては正当

化されることになる。

　以上を要するに、三組織的分野のアドミニストレーション過程の同型は制度

的同型の中の規範的同型である。

Ⅳ．おわりに ―未検証の仮説命題―

　三組織的分野（経営組織的分野、行政組織的分野およびグレーゾーン組織的

分野）のアドミニストレーション過程の同型は、既存の理論、すなわちディマ

ジオとパウエルの制度的同型理論、とくに規範的同型理論で説明することがで

きた。アドミニストレーション過程の同型は既存理論で説明可能であるから、

これを説明するために敢えて新たな理論を構築するには及ばないかも知れない。

　しかし、わが国の社会現象を説明するための理論は他国の理論を参考にして、

わが国で構築される必要があると思う。本稿のおわりに当たって、残る課題を

仮説命題として備忘録的に書き留めておきたい。その検証作業は他日を期した

い。

　仮説命題は、「人間の類身体性はアドミニストレーション過程を同型にす

る。」である。哲学者・竹田青嗣は、その著『現象学は〈思考の原理〉である』の

中で、「人間の類身体性」について述べている（７８）。竹田は、「自然科学が大きな共

通了解の領域として成立した・・・根拠（７９）」を人間の類身体性に求める。それ

は、フッサール（�����������	
�）の『ヨーロッパ諸学の危機と超越論的現象学』
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（������������������	
��������������������������	���
���������������������������）

の研究を通して得られたものである。

　人間の類身体性とは、「類としての人間の身体構造の共通性のこと（８０）」をい

う。類としての人間の身体構造は共通しているので、自然科学の領域が共通了

解のそれとして記述可能となる。もしも「人間の身体性の構造が共通性をもた

なければ、各身体にとって自然はさまざまな存在様相をもって現われることに

なる（８１）」からである。

　公私の組織を問わず、あらゆる組織には同型（����）のアドミニストレー

ション過程が見られる。アドミニストレーション過程は人間の営みである。そ

れは所与の目的を実現するための集団的協働行動である（８２）。人間の類身体性

こそがアドミニストレーション過程を同型にするのではないだろうか（８３）。自

然現象の説明に適用することができる人間の類身体性の理論は、社会現象の説

明にも適用可能ではないだろうか。これが仮説命題「人間の類身体性はアドミ

ニストレーション過程を同型にする。」を提示するゆえんである。
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（１）　���������	
���
����“�����������	���
������
��������������������”���������	��
��

��������������������������	
������　リッチフィールドの論文の内容については参照、

渡邊榮文「科学の十字路―アドミニストレーション研究方法叙説―」（熊本県立大学

総合管理学会編『アドミニストレーション』第１１巻３・４合併号、２００５年）。

（２）　������������������������������������“��������������������������������������	
�����������

���������	
�����
������
��������������������	�
����”��������	
����������	����������������

��������	�　彼らの理論に関する邦語文献に佐藤郁哉・山田真茂留著『制度と文化

―組織を動かす見えない力―』（日本経済新聞社、２００４年）、安田雪・高橋伸夫「同

型化メカニズムと正統性―経営学輪講�����������	�
���（１９８３）―」（『赤門マネ

ジメント・レビュー』第６巻第９号、２００７年、������������	
����による）、岸田民樹・

田中政光著『経営学説史』（有斐閣、２００９年、１５９�１６６頁）などがある。
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（３）　���������	
��

（４）　���������	
��

（５）　���������	
��

（６）　���������	
��

（７）　���������	
��

（８）　���������	
	�

（９）　���������	
	�

（１０）　���������	
	�

（１１）　���������	
	�

（１２）　���������	
	�

（１３）　���������	
	�

（１４）　���������	
	�

（１５）　���������	
	�

（１６）　���������	
	�

（１７）　���������	
��

（１８）　���������	
��

（１９）　���������	
��

（２０）　���������	
��

（２１）　���������	
��

（２２）　���������	
��

（２３）　���������	
��

（２４）　���������	
��

（２５）　����������	
��	

�

（２６）　����������	

�	
��

（２７）　中村常次郎・高柳暁編『経営学〔第３版〕』（有斐閣、１９８７年）３�４頁。

（２８）　参照、原田尚彦著『行政法要論（全訂第七版）』（学陽書房、２０１０年）４５�４７頁。

（２９）　真渕勝著『行政学』（有斐閣、２００９年）１１６頁。

（３０）　����日本工業標準調査会������������	
������による。

（３１）　同上。

（３２）　同上。

（３３）　例えば参照、中村常次郎・高柳暁編・前掲書９５頁、岸田民樹・田中政光著・前掲

書第２章。

（３４）　参照、渡邊榮文・前掲論文。

（３５）　���������	
�������������	��
������������������������������������（福岡大学図書館所
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蔵の初版本による）。邦訳として、都筑栄訳『産業並に一般の管理』（風間書房、１９６４

年）、佐々木恒男訳『産業ならびに一般の管理』（未来社、１９７２年）および山本安次

郎訳『産業ならびに一般の管理』（ダイヤモンド社、１９８５年）がある。参照、渡邊榮

文「アドミニストレーション論の系譜―��ファヨール―」（熊本県立大学総合管理

学会編『アドミニストレーション』第９巻３・４合併号、２００３年）６１�７３頁。ちなみ

に、ファヨールのいう予測するとは将来を眺め渡し行動プログラムを作ること、組

織するとは事業体の物的および社会的な二重の有機体を作ること、命令するとは職

員を働かせること、調整するとはあらゆる活動と努力を関係づけ結びつけ調和させ

ること、統制するとはすべてが定立された規則と与えられた命令に従って行われる

ように配慮することである。

（３６）　��������	�
�����“�������������	���
�����
�����������”��������	�
������	�����

���������	��
�������������	
�����
���������	��������������	
�������������　ちなみ

に、ギューリックのいう計画とは所与の目的を実現するために必要のある事項とそ

れらを行う方法の大綱を作ること、組織とは確定された目標を達成するために正式

の権限体系を構築すること、人事とは職員の任用・訓練・良好な勤務状態の維持の

ためにすべての人事機能を行うこと、指揮とは意思決定を行い具体化し継続的な職

務を行うこと、調整とは種々の業務部門を相互に関連させること、報告とは何が行

われているかについて情報を提供させること、予算とは財政計画・会計・統制の形

態で予算編成を行うことである。

（３７）　���������	�
����������������	
���������
	��	���������������	�　本書については、堀

武雄訳『経営の法則』（経林書房、１９６１年）がある。参照、渡邊榮文「アドミニスト

レーション論の系譜―������アーウィック―」（『新千年紀のパラダイム―アドミニス

トレーション―』上巻、九州大学出版会、２００４年）９１�１０８頁。ちなみに、アーウィッ

クのいう予測とは将来を予言すること、計画とは将来に備えること、組織とは人と

物を組織することによって事業の人的・物的な有機体を作ること、調整とはあらゆ

る活動を協働させ相互に関連させること、命令とは職員を働かせること、統制とは

あらゆる事が定立された規則と与えられた指示に従って行われていることを調べる

ことである。

（３８）　�����������	
��������������	��
������������������������������	
��	��
�	
��

����������������������　本書については、高宮晋監修・作原猛志訳『経営管理―組

織と管理の技術―』（有斐閣、１９５８年）がある。

（３９）　�����������　ちなみに、ニューマンのいう計画とはなされることを決めること、組

織とは計画実行に必要な活動を単位に分類し上司と部下との関係を明確にすること、

資源調達とは計画実行に必要な人・金・ものなどを集めること、指揮とは指示を出
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すこと、統制とは業務結果が計画に近いことを確かめることである。

（４０）　����������	���
�����������	
��
���������������������　テリーはアドミニストレー

ションという言葉ではなくマネジメントという言葉を用いるが、マネジメントとい

う言葉はアドミニストレーションという言葉に置き換えることができる。それは、

テリーが参考書目一覧にファヨールの１９１７年の著作の英訳書������������	��
������

����������（１９４９年）やニューマンの著作���������	��
�������（１９５１年）を挙げ

ているからである。

（４１）　��������������ちなみに、テリーのいう計画とは行動方法を決めること、組織とは必

要な行動を配置・関連づけること、指揮とは目的を達成するためにあらゆる努力を

導くこと、調整とはあらゆる努力を調和させること、統制とはそれぞれの系統にお

いてあらゆる努力を保持し続けること、努力指導は職員の資質などを発現させるこ

とである。

（４２）　����������	
���	�����������’�������������������	
��
���������
�
��
�����	������

����������	
�������������������	
���　クンツとオドンネルのアドミニストレーショ

ン過程論は、彼らの著作の内容から明らかのようにビジネス・アドミニストレー

ション過程論である。クンツとオドンネルはビジネス・アドミニストレーション過

程論を展開するにあたって、前述のファヨール、アーウィック、ギューリック、

ニューマン、テリーのアドミニストレーション過程論に関する著作をしばしば引用

する。このことは、アドミニストレーション過程論がビジネス・アドミニストレー

ション過程論にも通じる理論であることの確かな左証である。ちなみに、彼らのい

う計画とは選択肢の中から事業の目的・方針・手続き・プログラムを選ぶこと、組

織とは事業の目的の実現に必要な活動の決定・割り当てなどを行うこと、人事とは

管理者を配置し維持すること、指揮とは職員を指導し監督すること、統制とはなさ

れるべき事項を計画に一致させることである。

（４３）　������������

（４４）　���������	
������������������	��������“����������	

��	��	�	�����������������

��������	�
������	����	�������������”��������	
���������������������������	�����

���������	�
���

（４５）　����������������

（４６）　行政管理研究センター監修・本田弘編著『行政管理のシステム』（勁草書房、１９９３

年）。

（４７）　同上書・２頁。

（４８）　同上書・６頁。

（４９）　同上書・６頁。
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（５０）　同上書・７頁。

（５１）　同上書・７頁。ちなみに、本書にいう計画とは将来に予測される環境の変化に適

応して行政目標を達成しうるための意思決定システム、組織とは行政目標を直接的

に間接的に遂行する職能をもって編成されたもの、促進とは計画に則りながら政策

や施策を効果的に実施するために実施活動に直接に動機づけを作用させる働きかけ、

調整とは同一目標に向かって行われる部分活動を有機的に統合せしめる活動、統制

とは実施の結果と計画基準との適合性を検証評価する機能である。

（５２）　西尾勝著『行政学の基礎概念』（東京大学出版会、１９９０年）。

（５３）　同上書・１０５頁。

（５４）　同上書・１０７�１０８頁。

（５５）　同上書・１０８頁。

（５６）　塩野宏「行政過程総説」（雄川一郎・塩野宏・園部逸夫編『現代行政法大系』第２

巻、有斐閣、１９８４年）４頁。

（５７）　同上論文・２８頁。

（５８）　同上論文・１８頁。

（５９）　同上論文・１３頁。

（６０）　同上論文・５頁。

（６１）　同上論文・１７頁。

（６２）　山村恒年編『新公共管理システムと行政法』（信山社、２００４年）３８頁。

（６３）　同上書・３８頁。

（６４）　大学基準協会『じゅあ』（第４６号、２０１１年）６頁。

（６５）　財団法人・大学基準協会主催「新大学評価システムシンポジウム（配布資料５）」

２０１１年。

（６６）　大学基準協会『じゅあ』（第４６号、２０１１年）６頁。

（６７）　佐々木眞「大学経営評価指標―室蘭工業大学における戦略と活用計画―」（『大学

行政管理学会誌』第９号、２００５年）１５頁。

（６８）　山本淳司「認証評価制度の実態と職員の専門化・高度化」（『大学行政管理学会誌』

第９号、２００５年）１０５頁。

（６９）　佐々木眞・前掲論文・１５頁。

（７０）　武藤泰明著『���の一歩進んだ経営』（中央経済社、２００２年）９３頁。

（７１）　同上書・９３頁。

（７２）　同上書・１０３頁。

（７３）　山村恒年編『環境���』（信山社、１９９８年）１１４頁。

（７４）　三木朋乃「制度的圧力の生成・変容のメカニズム―日本における���１４００１の普及
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事例分析―」（『組織科学』第４１巻第３号、２００８年）４３�５４頁。

（７５）　地方公共団体については参照、五十嵐智春・出井信夫「自治体����の課題と展

望」（神戸都市問題研究所『都市政策』第１３０号、２００８年）３８�４７頁。

（７６）　�����の歴史については、���������	
����“��������	
��������������������������

������”��������	
��
�������������	��
����によった。この論文は、しかしながら、

����を批判的に検討するものである。����の批判的考察は稿を改めて行いたい。

本論文は長崎県立大学佐世保校の好意により、同校の附属図書館所蔵のものを披見

することができた。

（７７）　���������	
�

（７８）　竹田青嗣著『現象学は〈思考の原理〉である』（筑摩書房、２００４年）６５頁。

（７９）　同上書・６５頁。

（８０）　同上書・６５頁。

（８１）　同上書・６５頁。

（８２）　アドミニストレーションの定義については参照、渡邊榮文「アドミニストレー

ションの論点」（手島孝先生古稀祝賀論集『新世紀の公法学』法律文化社、２００３年）

３９０�３９３頁。

（８３）　この問題は別稿で若干取り上げたことがある。参照、渡邊榮文・前掲論文「科学

の十字路」９１頁。
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